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本研究の目的は，巨大地震発生前後において，免震建物の免震層の水平剛性を定量的かつ容

易に評価する新たな手法を構築することにより，減災と早期復興に寄与することである．中

地震発生時に加速度計とけがき式変位計によって観測された地震動記録と免震層最大変位を

用いて，免震層水平剛性を推定する手法を提案する．観測地震波を入力地震動とした時刻歴

応答解析により水平剛性のばらつきと免震層最大変位の関係を算出する．本関係とけがき式

変位計による免震層最大変位が一致する水平剛性を推定結果とする．本研究では 1 回または

複数回の中地震による地震動記録と免震層最大変位の観測により，免震層の水平剛性を推定

できる場合があることが例示された．  
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1. 序論 

 

竣工直後の免震構造は，建築基準法に基づいた構造計算や時刻歴応答解析などによって安全性を担

保している1)．これまで宮内ら2)は，免震構造の設計時における免震材料の性能ばらつきに対する上部

構造の応答のばらつきについて検討し，通常設計時の性能ばらつきに関しては安全側で考慮されてい

ることを明らかにしている．しかし，経年後の免震構造の安全性に関しては，地球温暖化により環境温

度変化が設計段階の温度を超える可能性や，建物竣工後の巨大地震の経験による経年変化を考えると

安全であるとはいえない．そのため安全性を維持できているのか容易に調査する必要があるといえる．

ただ，モニタリングにより免震層の性能を推定する手法3)やジャッキを用いて自由振動させることによ

り，性能を推定する方法4)などはあるが，これらの方法には観測するための複数の装置にかかる費用，

調査を行うための準備期間が必要となる．そのため， 本研究では経年後の免震層の水平剛性を容易に

推定する手法として，加速度計と変位計による地動加速度と免震層最大変位の観測結果を用いた新た
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な推定手法を提案し，今後の巨大地震発生前における減災と地震発生後における早期復興に寄与する

ことを目的とする． 

 

2. 推定手法 

 

本研究では，免震層に設置した加速度計による地震動記録とけがき式変位計による免震層の最大変

位応答から免震層の水平剛性を推定する方法を提案する．本手法では免震建物をモデル化し，免震層

の水平剛性を生じうるばらつきの上下限内を必要な精度で順次変化させ，中地震による免震層最大変

位を時刻歴応答解析によって算出する．これにより，水平剛性と免震層最大変位の関係を算出し，本

関係とけがき式変位計による免震層最大変位が一致する水平剛性を推定結果とする． 

同方法では 1 回あるいは複数回の地震動観測によって経年後の免震層水平剛性を推定できる可能性

がある．図 1 のように水平剛性の下限値 KL から上限値の KU の範囲で免震層最大変位が単調な変化で

あるとき，1 回の地震動記録で水平剛性を推定することができる．しかし，図 2 のように性能ばらつき

の範囲で免震層最大変位の傾向が非単調な変化の場合，図 3 のように免震層最大変位と水平剛性の関

係に変化が見らない場合については推定困難であり，図 4 のように複数回の地震動観測を行う必要が

ある．以上のように，モニタリングにより得られた地震動記録と免震層最大変位から経年後の免震層

の水平剛性を推定する手法を提案する． 

 

  

図 1 単調な変化の場合（推定可能） 図 2 非単調な変化の場合（推定困難） 

  

図 3 変化がない場合（推定困難） 図 4 複数回の地震観測による推定 

 

水平剛性

免
震
層
最
大
変
位

解析結果

けがき式変位計により
観測された免震層最大変位

特定できた水平剛性

水平剛性

免
震
層
最
大
変
位 1つ目の地震動記録

による解析結果

水平剛性

免
震
層
最
大
変
位

水平剛性

免
震
層
最
大
変
位

1つ目の地震動記録
による解析結果

2つ目の地震動記録
による解析結果

25



減災復興学研究 Vol. 1 (2024) 

 

3. 例題 

 

本研究における対象は 7 階建て RC 免震建物の多質点系モデル 5)である．表 1 に入力地震動とした観

測地震波の詳細を示す．まずは観測地震波①から④を入力地震動とし，免震層の水平剛性を生じうる

ばらつきの上下限内を必要な精度で順次変化させ，時刻歴応答解析を実行し，免震層最大変位を算出

した．これにより水平剛性と免震層最大変位の関係を算出した．図 5，6，7 に加速度計で観測された観

測地震波①から④による解析結果を示す．第 2 章に示した 3 つの場合分けと同じ結果を得ることが出

来た．そのため，1 回あるいは複数回の中地震の加速度データと免震層最大変位のデータで免震層水平

剛性を推定できる可能性を証明することが出来た． 

次に，実際の建物では地震動の周期特性が異なっていても地下構造により変位応答スペクトルが似

てしまうことで，推定困難であるのではないかと考えた．そこで，山本ら 6)の地下構造モデルと同様の

モデルを作成し，位相の異なる 3 つの告示波を作成した．上部構造のモデルは前段落におけるモデル

と同じものを使用し，作成した 3 つの告示波を観測地震波⑤，⑥，⑦として時刻歴応答解析を行い，本

推定手法が適用可能性を検討した．得られた水平剛性と免震層最大変位の関係を図 8 に示す．本解析

結果より変位応答スペクトルが似た入力地震動を用いても，水平剛性と免震層最大変位の関係が地震

動ごとに傾向の異なるグラフとなったことから，本手法により実際の建物での水平剛性の推定も可能

であるという結果を示すことができた． 

 

表 1 入力地震動（観測地震波）の詳細 

観測地震波 No 観測波と位相 詳細 

①  El Centro 1940 NS 

観測波の最大速度を 25 cm s-1に 
スケーリングしたもの 

②  
2011 年 東北地方太平洋沖地震における 
宮城県大崎市古川三日町での強震記録 NS 

③  八戸 1968 NS 

④  Taft 1952 EW 

⑤  八戸 1968 NS 位相※ 
地盤の地震応答解析により 

作成した告示波 
⑥  Kobe JMA 1995 NS 位相※ 

⑦  乱数位相※ 

 ※位相はユニオンシステム社における Shake Pro - L に導入されている位相 

 

  

図 5 観測地震波①による 

水平剛性と免震層最大変位の関係 

図 6 観測地震波②③による 

水平剛性と免震層最大変位の関係 

9.2

9.4

9.6

9.8

10

10.2

10.4

10.6

10.8

11

1.38 1.48 1.58 1.68 1.78 1.88 1.98 2.08

免
震
層
最
大
変
位

/ 
cm

水平剛性 / 107 N m-1

観測地震波①

9

9.5

10

10.5

11

11.5

12

12.5

13

13.5

14

1.38 1.48 1.58 1.68 1.78 1.88 1.98 2.08

免
震
層
最
大
変
位

/ 
cm

水平剛性 / 107 N m-1

観測地震波②

観測地震波③

けがき式変位計により観測された 

免震層最大変位 

本解析で推定できた 

免震層の水平剛性 

けがき式変位計により観測された 

免震層最大変位(1 回目) 

 

観測された 
免震層最大変位(2回目) 

 
本解析で推定できた 

免震層の水平剛性 

26



減災復興学研究 Vol. 1 (2024) 

 

  

図 7 観測地震波④による 

水平剛性と免震層最大変位の関係 

図 8 観測地震波⑤から⑦による 

水平剛性と免震層最大変位の関係 

 

4. 結論 

 

本研究では，中地震発生時において加速度計で観測された地震動記録とけがき式変位計で観測され

た免震層最大変位を用いて免震層の水平剛性を推定できることを，数値実験を用いて示した． 

本推定手法の提案は，平常時の免震建物の維持管理による巨大地震発生前の減災，そして地震発生

後の免震建物の免震層水平剛性を容易に推定することにより早期復興に寄与するといえる． 

しかし，本研究では水平剛性のばらつきのみを検討した．したがって，減衰や復元力特性を持つモデ

ルに対しても同手法が適用できるか検討する必要がある．そのため，今後は東京電機大学における千

住キャンパス 1 号館の上部構造モデル 6）と実際の観測データを用い，本手法を実際の建物に適用でき

るか検討する．これにより，本推定手法を確立させ，免震建物の適切な維持管理に貢献し，減災復興に

寄与することを目指す． 
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Abstract 

The purpose of this study is to establish a new method for quantitatively and easily evaluating the performance of 

seismic isolation layers in seismic isolation structures before and after a large earthquake, thereby contributing to 

disaster mitigation and early recovery. This study proposes a method for estimating the horizontal stiffness of an 

isolation layer using records of seismic motions and the maximum displacement of the isolation layer for small 

and moderate earthquakes observed by an accelerometer and a displacement transducer. A seismic isolation 

building was modeled and the maximum displacement of the isolation layer due to small and moderate earthquakes 

was simulated by varying the upper and lower limits of the variation in the horizontal stiffness of the isolation 

layer with the necessary accuracy. The horizontal stiffness that matches these calculated results for the maximum 

displacement of the isolation layer using a displacement transducer is used as the estimated result. This study 

shows that the horizontal stiffness of seismic isolation devices can be estimated in some cases by using seismic 

records of one or multiple small-to-moderate earthquakes and observation of the maximum displacement of the 

isolation layer. However, some cases cannot be estimated. 

Keywords: Disaster reduction, Disaster recovery, Seismic isolation structure, Moderate earthquake 
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